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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡 

令和８年６月３０日 

件   名 足立区福祉施設次期指定管理者の選定について 

所管部課名 福祉部 福祉管理課、障がい福祉課 

内   容 

現在、指定管理者が運営している下記の障がい者施設について、令和９

年３月３１日をもって指定期間が満了するため、次期指定管理事業者の公

募型プロポーザルによる選定を実施する。 

 

１ 指定管理事業者の選定を行う施設 

  名 称：足立区大谷田グループホーム 

  所在地：大谷田一丁目４４番３号 

  形 態：知的障がい者を対象とする、利用期限のある体験型施設 

  定 員：７名 

 ※ 本グループホームは、知的障がいのある方が生活上必要な支援を

受けながら、少人数で共同生活を送る住まいをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 次期指定期間 

  令和９年４月１日から令和１４年３月３１日（５年間） 

 

３ 選定審査会の構成（予定） 

種別 人数 

学識経験者 

（有識者含む） 
３名 

区民関係団体 ２名 

区職員 ２名 

中川東小学校

足立東高校

スーパーいずみ

中
川
小
学
校
前

中川公園

至亀有

至西新井

中
川
小
学
校

大谷田

大谷田

足立区大谷田

グループホーム

葛
飾
用
水
親
水
水
路

第一保育園

第二保育園コンビニ

大谷田一丁目

大
谷
田
一
丁
目
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４ 選定スケジュール（予定） 

日程 項目 

７月 上旬 公募開始 

① 区ホームページに募集要領掲載 

② 区内でグループホームを運営する社会

福祉法人へ個別に周知 

８月 上旬 公募〆切 

９月 選定審査会 

１１月 指定管理者候補者の選定 

１２月 第４回足立区議会定例会に議案提出 
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡 

令和８年６月３０日 

件  名 
令和７年度ひとり親家庭支援事業（豆の木相談室）の取組結果と今後の方針

について 

所管部課名 福祉部 親子支援課 

内  容 

令和７年度のひとり親家庭支援事業（豆の木相談室）の取組結果と今後の方

針について報告する。 

以下の報告と、家族や子どもに関する民法等の改正法の趣旨を踏まえ、ひと

り親家庭それぞれが望むライフスタイルや働き方を尊重し、悩みや困りごとに

対し丁寧に寄り添い、ともに整理しながら自立を支援する。 

１ 取組結果と今後の方針 

 ※ 「取組内容・結果」の詳細は項番２に記載 

事業名 取組内容・結果 今後の方針 

(１)相談支援 ア ひとり親家庭が利用でき

る支援サービスの案内や離

婚前後の相談等を実施（延

べ相談件数９４４件、前年

度７８９件） 

イ 「離婚・養育費」に関す

る相談割合が増加（前年度

比６ポイント増） 

ウ 仕事や生活、子育て、住

まい等の悩みや不安を複合

的に抱えている方が多い。 

ア 相談支援担当係(豆の木相談室)

と手当担当係との要支援世帯に関

する情報共有の場を設けることに

加え、手当現況届から把握した生

活状況を元に、要支援世帯への電

話がけを行うなど、区からの積極

的なアプローチを推進する。 

イ 今後も相談者の不安や悩みを傾

聴し、寄り添いながら、具体的な

支援策の提示と関係窓口への案内

（同行含む）を丁寧に行う。 

(２)養育費確

保支援 

ア 公正証書作成手数料や養

育費保証契約の保証料等の

補助を実施（支給件数５０

件、前年度５２件） 

ア 戸籍住民課と連携し、離婚届を

取りに来庁した区民への事業チラ

シ配布により、制度周知の強化を

図る。 

イ 国が作成する広報物等を活用し

た区ホームページの更新やリーフ

レット配布等を継続する。 

(３)就労支援 ア 子育てと仕事の両立等の

相談や、ハローワークや都

の事業の案内等を実施（延

べ相談件数１９０件、前年

度１８５件） 

イ 資格取得支援等に関する

補助を実施（利用者は２７

名、前年度４２名） 

ア 正規就労による自立を目指す方

には、従来の資格取得支援等を継

続する。 

イ 相談者それぞれが望む働き方や

ライフスタイルを尊重し、パート

や派遣、在宅就労等も視野に入れ

た寄り添った支援を継続する。 
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(４)交流支援 

 

ア 家庭同士の交流と体験格

差解消を図るため、親子で

参加できるイベント型サロ

ンを実施（全２１回） 

イ 親同士が相談し合える場

を提供するための相談型サ

ロンを実施（全１２回） 

ウ 屋外体験型として、さつ

まいも掘り体験と民間企業

との連携によるテーマパー

クへのバスツアーを実施 

ア サロンの様子や内容がわかる写

真を有効活用する等、情報発信の

方法についても工夫をし、利用者

のさらなる増加につなげる。 

イ 屋外体験型については、引続き

庁内外の関係機関との連携を活用

し、ひとり親家庭の体験格差解消

に資するイベントを積極的に実施

する。 

(５)セミナー・

講座 

ア 「養育費・親子交流等法

律セミナー」を２回、「お

仕事セミナー」を１回実施 

イ 「パソコン講習会」を全

１２回実施 

 

ア 必要としている方に支援が届く 

ように、セミナーのオンライン開

催導入等を検討する。 

イ 就労や子育て等の個々の状況に

合わせて参加できるように、これ

までの土日開催から平日を組み合

わせた開催を試みる。 

(６)情報発信 

 

ア ひとり親家庭が利用でき

るサービスをまとめた冊子

「応援ブック」を発行 

（１５,０００部） 

イ ひとり親家庭の暮らしに

役立つ「応援アプリ」によ

る情報提供 

（配信情報数３４５件） 

ア 情報発信がひとり親家庭を支援

に繋ぐ要と捉え、引き続き庁内外と

の連携を生かした発信をしていく。 

イ 需要が高い「離婚・養育費」と

「子育て・住まい」に関することを

中心に、広報誌やホームページ等も

活用した情報発信を強化する。 

２ 取組内容・結果の詳細 

（１）相談支援 

ア 「豆の木相談室（親子支援課に設置）」における受付状況 

（ア）相談者実人数・延べ相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【令和６年度】      【令和７年度】 
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（イ）相談内容内訳 ※相談１件あたりの重複あり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和６年度】             【令和７年度】 

 

イ 窓口におけるアンケート結果（回答数２５５件）※令和７年度から 

① 相談後の気持ち          ② 相談後の行動 

 

 

③ 相談して良かった点 

（複数回答） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6



（２）養育費確保支援 

補助内容・補助件数（カッコ内は前年度） 

名称 内容 補助件数 

ア 公正証書等作

成促進補助金 

養育費の取り決めをするための公正証書作成手数料

や調停等に要する収入印紙や切手代等を補助 

（上限５万円） 

４８ 

（５２） 

イ 養育費保証契

約促進補助金 

民間保証会社の「養育費保証契約」締結時に負担し

た初回保証料を補助（上限５万円） 

２ 

（０） 

※ 上記に加え、令和８年度から、養育費の取り決めに係る裁判外紛争解決手続

（ＡＤＲ）の利用について補助を開始した（上限５万円）。 

（３）就労支援 

ア 支援内容・利用人数等（カッコ内は前年度）※重複利用者あり 

名称 支援内容 利用人数 
修了者数 

※ 

(ア)自立支援プ

ログラム策定 

経済的自立に向けた支援計画を立てて、

個々の状況に合った仕事選びから就職ま

でをハローワークとの連携により支援 

７ 

（１２） 

１ 

（４） 

(イ)自立支援教

育訓練給付金 

就職に繋がる資格や技能修得のために受 

講する講座費用の一部（６割）を修了後 

に助成 

① 一般・特定一般訓練 

上限２０万円 

【例】簿記検定、宅地建物取引士等 

② 専門・実践訓練 

上限４０万円×修学年数 

【例】看護師、保育士、美容師等 

 

１２ 

（１７） 

５ 

（９） 

(ウ)高等職業訓

練促進給付金 

国家資格等取得のため養成機関で修学す 

る間の生活費の一部を支給（最長５年） 

① 非課税世帯 月額１０万円 

② 課税世帯  月額７万５００円 

【例】看護師、保育士、美容師、 

栄養士、調理師等 

８ 

（１３） 

３ 

（６） 

(エ)高校卒業程

度認定試験合

格支援 

高校卒業程度認定試験の合格を目指すた 

めに受講する講座費用の一部（６割）を 

助成（上限３０万円） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

 合計 
２７ 

（４２） 

９ 

（１９） 

※ 修了者：養成機関（専門学校等）の課程を修了した者 

イ 上記アの修了者の進路状況 ※実人数７名 

（ア）取得した資格を生かし就職：４名(正規雇用２名、非正規雇用２名) 

（イ）就職活動中：２名 

（ウ）進学：１名（准看護学校から看護学校へ） 
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（４）交流支援 

ア サロン豆の木 

（ア）事業内容・目的等 

種別・開催頻度 内容・目的 主なイベント（Ｒ７） 

①イベント型 

（月２回程度） 

「作る」「遊ぶ」「動く」をコンセ

プトに、親子で参加できるイベント

を実施し、家庭同士の交流促進と体

験格差解消を図る。 

食品サンプルづくり、調

理体験、和菓子づくり、

ヨガ・キックボクシング

体験、ハロウィンイベン

ト、夏祭り（縁日） 

②相談支援型 

（月１回） 

不安や悩みを共有し相談し合える場

を提供し、孤立防止と交流促進を図

る。また、導入としてのイベント実

施のほか、スタッフが困り事や悩み

を傾聴し、行政等の支援へつなぐ。 

弁護士に聞く新しい親権

・養育費制度、親子カウ

ンセリング、アロマとセ

ルフマッサージ、パーソ

ナルカラー体験、無理な

くできる片付け方法 

（イ）実施回数・参加人数（カッコ内は前年度）・委託先 

種別 実施回数 平均参加人数／回 委託先 

①イベント型 ２１回 
６．２組／１４．５人 

（５．１組／１１．３人） 
NPO ぷらちなくらぶ 

②相談支援型 １２回 
７．９組／１３．４人 

（６．３組／１０．３人） 
NPO 子育てパレット 

 

イ スペシャルサロン豆の木（屋外体験型） 

    ひとり親家庭の体験格差解消等を目的として、ひとり親手当受給世帯

を対象に屋外イベントを実施した。 

（ア）野菜収穫体験（さつまいも堀り） 会場：都市農業公園 

① 開催日：令和７年１１月２日（日） 

② 参加者数：１３組／２８人 

③ 参加者の声 

a さつまいもの収穫以外にも、調理の方法等いろいろと教えてもら

うことができ、家族で楽しむことができた。 

b ひとり親で体験の機会が少ないので参加して良かった。 

（イ）ムーミンバレーパーク親子体験事業 

     （株）ムーミン物語のご協力により、ひとり親家庭の親子をムー

ミンバレーパーク（埼玉県飯能市／区役所本庁舎からバスで送迎）

へ無料招待した。 

① 開催日：令和８年３月２８日（土） 

② 参加者数：３４組／８１人 

③ 参加者の声 

a 車を持っておらず遠くへの外出が難しいため、送迎付きのイベン 

トはとてもありがたい。 

b 子どもがのびのびと過ごすことができ、親同士の交流もあってリ 

フレッシュできた。 

c シングルマザー同士の交流ができて、これからもまた頑張ろうと 

思うことができた。 
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d 「ひとり親の生活でも子どもを笑顔にできる」と心強く思った。 

e ひとり親という同じ境遇の方々と一緒に過ごせたことで、「自分 

は一人ではない」という心強さを感じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）セミナー・講座 

実施内容・参加人数（カッコ内は前年度） 

名称 内容 
参加 

人数 

ア 養育費・親子交

流等法律セミナー 

離婚に関する基礎知識 

講師：養育費・親子交流相談支援センター(国) 

１０ 

（７） 

イ ハローワーク支援

員による 

「お仕事セミナー」 

子育てとの両立に関する助言、ハローワークの 

活用方法、資格取得制度の案内（個別相談有） 

講師：マザーズハローワーク日暮里 

４ 

（３） 

ウ ひとり親のため

のパソコン講習会 

(ア) Word（初級・中級）    ４日間 

(イ) Excel（初級・中級・上級） ６日間 

(ウ) PowerPoint（初級・中級） ２日間 

民間事業者への委託により実施 

３４ 

（５５） 

※延べ 

 合計 
４８ 

（６５） 

※ 実施時期は以下のとおり 

   ア 令和７年６月２９日(日)・令和８年１月２５日(日) 

   イ 令和７年１１月７日(金) 

   ウ 令和７年１０月１８日(土)から令和８年２月２２日(日)までの土・日 

（６）情報発信 

ア ひとり親家庭の暮らしに役立つ「応援ブック」の発行 

内容 発行部数等 発行時期 

ひとり親家庭が利用でき

るサービスを冊子にまと

め、子どもの年代別・目

的別に分類して掲載 

(ア)児童育成手当受給世帯に郵送 

（約５,７００件） 

(イ)親子支援課窓口ほか、戸籍住民課、

区民事務所等で配布 

(ウ) 発行部数１５,０００部 

令和７年 

４月 

※ ２年おきに発行（次回は令和９年度） 
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イ ひとり親家庭の暮らしに役立つ「応援アプリ」による情報提供（カッ 

コ内は前年度） 

内容 登録者数 配信件数 

ひとり親家庭向けの情報を中心に、親子が利

用できる支援策やイベント情報を定期配信 

４, ０６９ 

（３, ７５１） 

３４５ 

（２７９） 

【応援ブック】          【応援アプリ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 配信記事の内訳（Ｒ７） 

内容 配信件数 

（ア）生活や子どもの学習支援等に関する情報 １７６ 

（イ）レジャー・イベントに関する情報 １０１ 

（ウ）就労や資格取得に関する情報 ６８ 

合計 ３４５ 
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡 

令和８年６月３０日 

件   名 
足立区障がい福祉関連計画の策定のためのアンケート調査結果（概要）の報

告について 

所管部課名 
福祉部 障がい福祉課 

衛生部 中央本町地域・保健総合支援課 

内   容 

「足立区障がい者計画～あだちノーマライゼーション推進プランⅣ～」の

中間年評価とあわせ、令和９年度から１１年度までを計画期間とする「足立

区第８期障がい福祉計画」「足立区第４期障がい児福祉計画」策定のための

基礎資料となる実態調査を令和７年１２月に実施した。 

調査結果の概要がまとまったため以下のとおり報告する。 

なお、「令和７年度足立区障がい福祉関連計画のためのアンケート【調査結果

報告書（概要版）】」は、別添のとおり。 

１ 調査項目・回答率等 

調

査 
調査名 配布数 

回収数 回収率 
前回

(R4) 

紙 
オン 

ライン 合計 紙 
オン 

ライン 合計 回収率 

１ 
障がい者調査 

１８歳以上 
5,000 1,760 430 2,190 35.2% 8.6% 

43.8% 
（+0.1） 

43.7% 

２ 
障がい児調査 

１８歳未満 
800 186 130 316 23.3% 16.2% 

39.5% 
（-8.0） 

47.5% 

３ 
事業者調査 

区内全事業者 
443 2 211 213 0.5% 47.6% 48.1% 

（+11.0） 
37.1% 

回収率合計の（  ）は前回との差 

２ 分析概要 

  アンケート調査等から見えてきた課題の解決に向け、計画の素案を作成

し、課題の解決に資するよう事業の構築や見直しを行っていく。 

「概要版」６～７ページ 

項目 概要 

人材の確

保・育成 

現状 

多くの事業所において、処遇改善への取り組み

や内部研修等の充実を図っている割合が高いが、

一方で、職員数が不足しているとの回答割合が非

常に高くなっている。 

課題 

新規採用と職場定着の推進が課題であり、処遇

改善や内部研修の充実を基盤としながら人材の

確保と育成を一体的に進めることで、サービスの

質のさらなる向上を継続していくことが求めら

れる。 
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「概要版」６～７ページ 

項目 概要 

障がいの 

理解と 

権利擁護 

現状 

差別等を受けた際の相談先の認知度は低い。な

お、差別を経験した場面は障がい者・児ともに公

共交通機関や公共施設が最も多くなっている。 

課題 

虐待防止や意思決定支援の充実など、権利擁護

の基盤を強化するとともに、障がい理解と相談し

やすい環境整備を進め、障がいのある方の尊厳を

守る体制を構築していくことが求められている。 

こどもの

育ちと切

れ目ない

支援 

現状 

母親への介助集中や通園・通学負担の大変さが

あり、専門的な療育・教育環境の整備と充実を求

めるニーズが強まっている。 

課題 

特定の一人に介助の主体が固定化されている

現状は、緊急時に家庭全体の生活が立ち行かなく

なるリスクをはらんでいるため、各分野が連携し

家庭を支える切れ目ない支援体制の構築が不可

欠である。 

 

「概要版」８～９ページ 

項目 概要 

成人期の

地域生活

支援 

現状 

家族による介助や年金を基盤に生活し、福祉サ

ービスの継続利用を望む意向が強い一方で、自身

の健康状態に不安を感じながらも相談先を持た

ない層が一定数存在しているという現状がある。 

課題 

介助者の高齢化や相談先がないことによる生

活破綻リスクに備え、サービス利用により生活の

安定を確保し、本人が望む自立した生活を支えて

いく体制整備が求められる。 

就労支援 

現状 

一般企業での就労経験を持つ人が多い一方で、

体調や精神面の維持、職場での人間関係などに不

安を感じている層が一定数あり、将来に向けた就

労支援の充実を求めるニーズが高まっている。 

課題 

就労継続の障壁となっている課題に対し、企業

への啓発や相談支援による職場定着を図るとと

もに、個々の特性や能力を多角的に把握し、本人

に適した就労形態等を提案できる体制の整備が

求められている。 
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「概要版」８～９ページ 

項目 概要 

文化・ 

スポーツ

活動 

現状 

事業所におけるスポーツ活動等の取り組みは

それほど進んでいないが、個人として約 3割の活

動状況があり、障がいに配慮した施設整備や専門

的な指導員の確保が求められている。 

課題 

ハード・ソフト面から、運動・スポーツへの取

り組みやすさを阻む障壁を解消していく必要が

ある。 

 

「概要版」１０～１１ページ 

項目 概要 

相談支援

と 

情報提供 

現状 

自身の健康や将来への不安を家族に相談する

層が多い一方、一か所で相談の済む総合窓口設置

のニーズが高い。障がい福祉に関する情報の入手

先は障がい者と障がい児では違いがある。 

課題 

将来の不安に応える相談支援体制の構築や、複

雑な相談に対する庁内連携の強化が必要とされ

ている。また、対象者の特性に応じた多様な媒体

による効果的な情報発信が求められている。 

住まい 

現状 

家族との同居や区内への定住を希望する意向

が強い一方で、生活を継続するためには相談支援

の充実や緊急時の受け入れ体制の整備の必要性

を感じている。 

課題 

親の高齢化等に伴う居住継続のリスクに備え、

グループホームの拡充や在宅生活を支えるサー

ビスの強化、緊急時の受け入れ体制の整備など、

多様な住まいの選択肢を計画的に整える必要が

ある。 
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「概要版」１２～１３ページ 

項目 概要 

安心・安全

なまちづ

くり 

現状 

家族との避難ができるため安否確認申出書の

提出が約２割にとどまっている。一方で、避難所

における集団生活に多くの人が精神的負担を感

じている。また、自宅周辺の浸水リスクを十分に

把握していない層が一定数存在している。 

課題 

避難所での精神的負担への配慮や安否確認申

出書の提出を引き続き促すとともに、地域住民と

連携した実効性のある災害支援体制を検討する

ことが重要である。 

移動・交通

環境 

現状 

週４日以上外出する層が一定数存在する中、障

がい者は公共交通機関、障がい児は自家用車を主

な移動手段としており、対象者によって介助の要

否や環境面での困り事に差異がある。 

課題 

障がい特性に配慮したハード・ソフト両面での

環境整備を一体的に進め、安全で快適な移動を支

える体制を構築することが重要である。 

 

３ 今後の方針 

  アンケート調査で判明した課題に対する検討および国等が示す基本指針を

踏まえたうえで、地域保健福祉推進協議会及び地域自立支援協議会、障がい

者団体等の様々な関係者から意見聴取し、令和８年度中に計画を策定する。 
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡
令和８年６月３０日

件   名 令和７年度「あだち脳活ラボ」の利用状況と今後の取組みについて

所管部課名 福祉部 高齢者施策推進室 高齢者はつらつ支援課

内  容

令和７年度に本格実施を開始した「あだち脳活ラボ」の利用状況と今後

の取組みについて報告する。

令和７年度は、６５歳以上の登録者数が５，０１３人となり、目標とし

ていた３，５００人を達成した。以下の実績を踏まえ、「いつでも、どこで

も、誰とでも、お一人でも、何回でも」介護予防・認知症予防をより多く

の方に実践していただくために、令和８年度は、６５歳以上の登録者数

７，０００人を目標に取組んでいく。

１ 利用状況（令和８年３月末時点）

（１）登録者数【７,５２７人】

  ア 年齢別内訳          イ 性別内訳

    全体の約６７％が６５歳以上    全体の約３０％が男性

    ５，０１３人

      

（２）Ｊ-ＭＣＩ（もの忘れチェック）利用者数【４,５７６人】

  ア 年齢別内訳          イ ３段階評価別内訳

    全体の約７８％が６５歳以上    全体の約８２％が心配なし

      

85歳以上

407人

（5.4％）

75～84歳

2,156人

（28.6％）

65～74歳

2,450人

（32.6％）

50～64歳

1,306人

（17.4％）

50歳未満

1,208人

（16.0％）

男性

2,152人

（28.6％）

女性

5,339人

（70.9％）

その他

36人

（0.5％）

75～84歳

1,432人

（31.3％）
65～74歳

1,897人

（41.4％）

50歳未満

218人

（4.8％）

50～64歳

779人

（17.0％）

85歳以上

250人

（5.5％）

ゆうゆう（当面の間心配なし）

3,761人（82.2％）

グレーゾーン

（しばらく様子を確認）

673人（14.7％）

もうちょっと（少しもの忘れの傾向）

142人（3.1％）

15



（３）動画配信視聴者数（６５歳以上のみ視聴可）【２，０６５人】

  ア ジャンル別視聴回数      イ 性別内訳

    運動・脳トレが全体の約６５％   全体の約７６％が女性

    
【合計 143,705 回】

（４）チェックイン機能利用者数【１，２００人】(令和７年６月から) 

  ア 年齢別内訳          イ 性別内訳

    全体の約９１％が６５歳以上    全体の約７９％が女性

    

（５）スタンプラリー２コース制覇者数【２７人】（令和８年３月から）

運動

（筋トレ・体操等）

48,588回

（33.8％）

脳トレ

44,230回

（30.8％）

音楽

38,517回

（26.8％）

芸術

7,133回

（5.0％）

学習（フレイル対策等）

5,237回（3.6％）

男性

494人

23.9％

女性

1,558人

75.5％

その他

13人

0.6％

75～84歳

532人

（44.3％）

65～74歳

473人

（39.4％）

50～64歳

85人

（7.1％）

50歳未満

25人

（2.1％）
85歳以上

85人

（7.1％）

男性

245人

20.4％

女性

951人

79．3％

その他

4人

0.3％

0 00

スタンプラリーは、他のコンテンツ

に比べ、男性の利用が高い。
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２ 令和８年度主なＰＲ出展活動

（１）令和８年 ５月 民生・児童委員 PR 週間イベント[ミンジーFesta]

（２）     ６月 しょうぶまつり

（３）    １０月 区民まつり

（４）    １２月 光の祭典

（５）令和９年 ３月 舎人公園千本桜まつり

３ 今後の方針

（１）衛生部で６月に実施している食育月間（※リーフレット参照）等、

他部署との連携やイベントでのＰＲを通じて「あだち脳活ラボ」の利

用者数を増やし、より多くの高齢者の介護予防・認知症予防に取組

む。

（２）スタンプラリーのコース数を２コースから４コースに増やす予定

であり、楽しみながらウォーキングができるきっかけ作りを創出す

る。

（３）介護予防の効果検証のため、蓄積されたデータの分析（介護予防事

業参加者のフレイル予防の効果等）に着手し、その結果を新たな事業

展開に活用する。

  

※ 食育月間リーフレット
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡
令和８年６月３０日

件   名 令和７年度医療介護連携推進事業の実施結果について

所管部課名 福祉部 高齢者施策推進室 医療介護連携課

内   容

令和７年度は以下の事業を実施し、前年度を上回る参加者を得た。

医療介護連携のための研修機会は、在宅医療と介護を一体的に提供する

体制の充実を図るために重要である。引き続き在宅療養推進協議会や参加

者の意見を伺い、連携課題の解消につながるテーマや内容で実施し、医療

介護連携の推進に取り組んでいく。

１ 医療介護連携の推進【対象：医療介護専門職】

（１）医療介護スキルアップ研修・多職種連携研修会・入退院支援相談員

交流会・ＭＣＳ操作研修会の参加者合計

令和６年度 令和７年度 前年度比

796名 940名 +144名

（２）上記内訳

研修名 目的・開催回数 参加者

医療介護スキ

ルアップ研修

在宅療養に関わる多職種の「医療介護現

場での実践力の向上」を図ることで、在

宅療養の提供体制を強化する。【２回】

313 名

多職種連携研

修会

在宅療養に関わる多職種の「顔が見え相

談できる関係づくり」を進めることで、

ブロック内で課題解決する連携体制を構

築する。【区内５ブロック各１回】

310 名

多職種連携全

体交流会

各ブロック研修会の実施結果を共有した

うえで、次年度の研修内容を検討する全

体交流会を開催し、ブロック間での連携

体制を強化する。【１回】

60名

入退院支援相

談員交流会

区内医療機関の特徴や機能について理解

し、医療機関同士の連携を推進するとと

もに地域との連携課題を検討する。

【４回】

198 名

ＭＣＳ操作研

修会

ＭＣＳ※を登録した医療介護関係者が

情報共有の操作方法を学ぶことで、患

者・利用者の円滑なサービス提供を促

進する。【４回】  

59名

計 940 名

※ ＭＣＳ（メディカルケアステーション）とは

    患者・利用者情報等を共有する医療介護関係者専用の連携ツール
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（３）参加団体等

２ 在宅療養の普及・啓発【対象：区民】

講座名 目的・開催回数 参加者

在宅療養講座

訪問型の医療や介護サービスを利

用しながら「住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを続ける」在宅療養の

理解を深める。【２回】

135 名

在宅療養啓発

紙【新規】

医療介護専門職の在宅患者支援内

容を周知し、区民の関心と安心を高

め、在宅療養を選択肢のひとつとし

て考えるきっかけとする。

【１回発行】

―

３ 今後の方針

（１）研修会参加者が固定化しないよう、未参加や団体に属していない医

療機関・介護事業所等を訪問し、積極的に案内していく。

（２）在宅療養の区民向け普及・啓発は、在宅療養推進協議会でプロジェ

クトチームを立ち上げ、医療介護関係者の意見を基に、区民啓発紙を

継続して発行していく。

団体名

１ 足立区医師会

２ 足立区歯科医師会

３ 足立区薬剤師会

４ 足立区介護サービス事業者連絡協議会

５ 東京都柔道整復師会足立支部

６
あだちＰＯＳネットワーク

※ ＰＯＳ（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士）

７ 東京都栄養士会足立支部

８ 足立区多機能サービス連絡会

９ 地域包括支援センター

10 病院地域連携室担当

11 特養・老健等

12 足立区福祉事務所
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡

令和８年６月３０日

件   名 潜在的介護人材復職支援セミナー・新規就職セミナーの開催について

所管部課名 福祉部 高齢者施策推進室 医療介護連携課

内   容

介護に関心がある幅広い層に介護事業所への入職の機会を創出するため、

以下のとおりセミナーを開催する。

１ 潜在的介護人材復職支援セミナー

（１）目的

   介護の資格を有しているが、現在介護職として就労しておらず、再就

職を躊躇している方を対象に、身体的負担の少ない介助技術やＩＣＴ活

用の状況等を学ぶセミナーを開催し、介護事業所への復職を支援する。

（２）内容（予定）

  ① 法制度と倫理の最新動向

   ② 介護現場のＩＣＴ化と業務改善

   ③ 身体的負担の少ない介助技術（実習）

   ④ 認知症ケアとコミュニケーション技術

（３）開催日時・会場

   年３回開催予定

【第１回】令和８年７月２４日（金）１４時～ 勤労福祉会館

講師：松尾加奈子氏（介護福祉士・実務者研修教員講習修了）

※ 第２回、第３回については調整中

２ 新規就職セミナー

（１）目的

   介護事業に関心はあるが、体験事業等に参加するには時間的制約があ

る方を対象に、介護の基礎知識やキャリアパスを学び、施設見学を１日

で行うセミナーを開催し、新規就職を支援する。

（２）内容（予定）

① 介護の理念と利用者理解の基本

② 介護現場の基礎知識と安全確保

  ③ 介護現場の見学と最新技術の紹介（施設見学）

④ 介護助手の役割と多様な働き方

   ⑤ 介護のキャリアパスと就労支援

（３）開催日時・会場

   年３回開催予定（日時・会場は調整中）
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４ 周知方法

  あだち広報、ＳＮＳ、豆の木メール等

５ 今後の方針

（１）各回会場を変更して広く受講者を募るとともに、即時の就職に繋がら

ない場合は「介護のお仕事体験」「介護のお仕事トライアル」を案内す

る等、介護事業所への入職に向けて伴走支援していく。

（２）実施後アンケートを実施し、参加者のニーズを把握して今後の事業に

反映させていく。
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡

令和８年６月３０日

件   名 高齢者等実態調査の報告（速報）について

所管部課名
福祉部 高齢者施策推進室 介護保険課、高齢福祉課、

高齢者はつらつ支援課、医療介護連携課

内   容

令和７年９月から１２月に実施した高齢者等実態調査の速報値がまとま

ったので報告する。以下の実績を踏まえ、今後、令和９年度から１１年度ま

でを計画期間とする「足立区高齢者保健福祉計画・第１０期介護保険事業計

画」を策定していく。

別添の「足立区高齢者等実態調査報告書【概要版】」は、以下「概要版」

という。

１ 主な新規設問

（１）認知症に関する設問（「概要版」P.18～21）

「認知症は誰もがなり得る」と考える人は約８割を占めている。一方、

「認知症の人の意思が尊重されている」、「認知症の人が自分らしく暮ら

せる」と考える人は約３割と少なかった。

（２）新たな担い手の確保に関する設問

  ア 外国籍を有する方について（「概要版」P.25～31）

    外国籍を有する方の採用状況は、介護保険施設で約８割と高くなっ

ているが、在宅サービス事業所では約２割強にとどまっている。

イ スポットワーク（※）について（「概要版」P.32～35）

    全体で約２割の事業所が導入済みである。未導入の理由として「賄

う業務がない」と回答する事業所が多い。

   ※ 短時間・単発の就労を内容とする雇用契約のもとで働くこと。

２ 分析概要（「概要版」P.5～7）

構成要素 概要

予防

・

生活支援

現状

フレイル予防や地域包括支援センターの認知

は一定程度進んでいる一方で、運動のきっかけ不

足、単身世帯での栄養面の弱さ、地域とのつなが

りの希薄さ、認知症に関する理解や相談先の認知

不足がみられる。

課題

健康維持から孤立予防、早期の気づき・相談に

つなげるまで、切れ目のない支援の充実が必要で

ある。
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構成要素 概要

住まい

現状

住み慣れた住まいで暮らし続けたい意向は強

い一方で、民間賃貸住宅居住者や１人暮らしでは

住み替えや施設入所を視野に入れる割合が、他の

家族構成（夫婦２人暮らしなど）や公営賃貸住宅

居住者よりも高い。施設サービスへの満足度は総

じて高いが、施設種別による差もみられる。

課題
在宅継続支援と施設整備の両面から住まいの

選択肢を確保していくことが重要である。

医療

・

介護

現状

在宅療養に対する理解が十分とは言えない。ま

た、介護人材の確保は依然として厳しく、経済困

窮やサービス利用拒否などの困難事例への対応、

成年後見制度の認知不足もみられる。

課題

在宅療養に対する理解促進と不安軽減に向け、

医療・介護の連携強化や意思決定支援を進める必

要がある。併せて、介護人材確保と質の維持、多

機関が連携した困難事例対応体制の整備、成年後

見制度をはじめとする権利擁護施策の周知強化

が求められる。

３ 調査概要

（１）区民対象調査

調査名

※括弧内は対象者

上段：今回

中段：前回（括弧内）

下段：前回との差

発送数 回収数 回収率

①介護予防・日常生活圏域

ニーズ調査

(65歳以上の一般高齢者

及び要支援認定者)

7,500

(7,500)

4,425

(4,196)

59.0%

(55.9%)

±0 +229 +3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ

②高齢者単身世帯実態調査

(75歳以上の単身高齢者)

2,500

(2,500)

1,472

(1,485)

58.9%

(59.4%)

±0 -13 -0.5 ﾎﾟｲﾝﾄ

③要介護認定者実態調査

(要介護１～５の認定者)

5,000

(5,000)

2,551

(2,442)

51.0%

(48.8%)

±0 +109 +2.2 ﾎﾟｲﾝﾄ

④在宅介護実態調査

(在宅生活中の要支援・

要介護認定者)

931

(852)

707

(683)

75.9%

(80.2%)

+79 +24 -4.3 ﾎﾟｲﾝﾄ

⑤第２号被保険者調査

(55歳～64歳の第２号

被保険者)

2,500

(1,400)

1,240

( 424)

49.6%

(30.3%)

+1,100 +816 +19.3 ﾎﾟｲﾝﾄ
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（２）事業所対象調査

調査名

上段：今回

中段：前回（括弧内）

下段：前回との差

発送数 回収数 回収率

⑥在宅サービス事業所調査

805

(758)

452

(449)

56.1%

(59.2%)

+47 +3 -3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ

⑦居宅介護支援事業所調査

191

(193)

150

(142)

78.5%

(73.6%)

-2 +8 +4.9 ﾎﾟｲﾝﾄ

⑧介護保険施設調査

49

(45)

37

(34)

75.5%

(75.6%)

+4 +3 -0.1 ﾎﾟｲﾝﾄ

⑨有料老人ホーム・軽費老人

ホーム施設調査

65

(58)

24

(31)

36.9%

(53.4%)

+7 -7 -16.5 ﾎﾟｲﾝﾄ

⑩サービス付き高齢者向け

住宅調査

36

(37)

19

(22)

52.8%

(59.5%)

-1 -3 -6.7 ﾎﾟｲﾝﾄ

４ 今後の方針

今回の調査で明らかになった課題に対する改善内容を検討し、国や東京

都の動向等も踏まえたうえで、次期計画の施策等に反映する。
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡

 令和８年６月３０日

件  名 令和７年度足立区介護保険事業実施状況（速報値）について

所管部課名 福祉部 高齢者施策推進室 介護保険課

内  容

令和７年度足立区介護保険事業実施状況（速報値）について報告する。

以下の実績を踏まえ、今後も高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続

けられるように介護保険制度を適正に維持していく

※ 数値は令和８年３月３１日現在の実績値。（ ）内は前年同日の実績値。

詳細は別紙「令和７年度足立区介護保険事業実施状況（速報値）」を参照。

１ ６５歳以上の被保険者（第一号被保険者）の状況

（１）６５歳以上の被保険者数は微減

人数(人) 割合 人数(人) 割合 人数(人) 割合

第一号被保険者数 168,022 100.0% 167,727 100.0% ▲ 295 ▲0.18%

要支援1 4,548 2.7% 4,614 2.8% 66 1.45%

要支援2 5,094 3.0% 5,292 3.2% 198 3.89%

要支援計 9,642 5.7% 9,906 6.0% 264 2.74%

要介護1 5,728 3.4% 5,807 3.5% 79 1.38%

要介護2 7,791 4.6% 8,255 4.9% 464 5.96%

要介護3 5,936 3.5% 6,199 3.7% 263 4.43%

要介護4 5,492 3.3% 5,659 3.4% 167 3.04%

要介護5 3,740 2.2% 3,738 2.2% ▲ 2 ▲0.05%

要介護計 28,687 17.1% 29,658 17.7% 971 3.38%

要支援・要介護計 38,329 22.8% 39,564 23.7% 1,235 3.22%

６年度末 ７年度末 増減

※ 住所地特例制度（施設入所者が施設所在地に住民登録を異動しても、異動
前の区市町村が保険者となる制度）があるため、「６５歳以上人口」とは一
致しない。

（２）介護保険料収納率（現年分）は前年度とほぼ同率

９９.２％（９９.１％）

※ ７年度収納率、６年度収納率とも、令和８年５月３１日現在。

認定なし

76.3％

要介護

17.7％

要支援

6.0％
要介護 1 

要支援 1 

要支援 2 

要介護 2 

要介護 3 

要介護 4 

要介護 5 
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２ 保険給付状況
（１）介護サービス受給者数

３３,７６８人（３２,６７３人）前年度比１,０９５人増、３.４％増
（２）保険給付費

６４,１７４,８０９千円（６２,３２０,３８９千円）
前年度比１,８５４,４２０千円増、約３.０％増

※ 主な増理由としては、特別養護老人ホームの利用額が伸びている。

≪参考≫【足立区の総人口、６５歳以上人口、高齢化率の推移】

（各年４月１日現在）

※ 足立区の高齢化率（２３.８０％）は２３区中で葛飾区（２３．９１％）の次

に高く、次いで、北区（２２.６３％）、板橋区（２２.４７％）となっている。

３ 令和７年度の地域密着型サービスの指定及び廃止状況

サービス 指定 廃止

施設数

（令和８年３月

３１日現在）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ０ ０ ５

夜間対応型訪問介護 ０ ０ １

地域密着型通所介護 ３ ９ ７１

認知症対応型通所介護 １ ２ ２４

小規模多機能型居宅介護 ０ １ １２

認知症対応型共同生活介護 ０ ０ ３６

地域密着型特定施設入居者生活介護 ０ ０ ０

地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護
０ ０ ０

看護小規模多機能型居宅介護 １ ０ ６

４ 今後の方針

（１）令和７年度実績をまとめた「あだちの介護保険」を９月に発行する。

（２）次期高齢者保健福祉計画・第１０期介護保険事業計画の策定に向けて、現

計画および高齢者等実態調査の結果を分析しながら進めていく。

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

６５歳以上人口 170,618 169,434 168,956 168,302 168,142

６４歳以下人口 518,640 521,938 525,769 532,068 538,279

総人口 689,258 691,372 694,725 700,370 706,421

高齢化率 24.75% 24.51% 24.32% 24.03% 23.80%

518,640 521,938 525,769 532,068 538,279

170,618 169,434 168,956 168,302 168,142

24.75%
24.51%

24.32% 24.03% 23.80%

23.0%

23.5%

24.0%

24.5%

25.0%

25.5%

26.0%

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000
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(数値は、特に記載のないものは令和８年３月３１日現在)

１　保険料賦課状況

①　第１号被保険者数 (人)

年齢区分
令和７年度

(A)
令和６年度

(B)
増減数

前年度比
(A/B)

65歳以上75歳未満 65,850 67,197 -1,347 98.0%

75歳以上 101,877 100,825 1,052 101.0%

(再掲)外国人 3,264 3,061 203 106.6%

(再掲)住所地特例者 1,142 1,126 16 101.4%

計 167,727 168,022 -295 99.8%

※「住所地特例」とは、施設入所者が施設所在地に住民登録を異動しても、異動前の区市町村が保険者となる仕組みである。

②　第１号被保険者数の保険料段階別状況 ③　第１号被保険者の収納状況
(人) (千円)

所得段階 人数 割合 令和６年度割合 Ａ　賦課（調定額） Ｂ　収納額 Ｂ/Ａ収納率 ６年度収納率

第19段階 671 0.4% 0.4% 特別徴収 10,923,202 10,960,340 100.3% 100.3%

第18段階 168 0.1% 0.1% 普通徴収 2,410,596 2,261,531 93.8% 93.1%

第17段階 335 0.2% 0.2% 計 13,333,798 13,221,871 99.2% 99.1%

第16段階 671 0.4% 0.3% 滞納繰越 286,570 83,722 29.2% 27.3%

第15段階 671 0.4% 0.4% ※賦課額・収納額は令和８年５月末日現在

第14段階 1,006 0.6% 0.6% ※収納額は還付未済額（賦課変更や二重払い等の理由により

第13段階 1,174 0.7% 0.6% 　 過誤納金となったもので、還付が済んでいない金額）を含む。

第12段階 1,006 0.6% 0.5% ※滞納繰越分（前年度までに徴収を決定していたが、徴収でき

第11段階 1,677 1.0% 0.9% 　 なかった保険料）は普通徴収のみ。

第10段階 3,019 1.8% 1.7%

第9段階 6,206 3.7% 3.4%

第8段階 13,250 7.9% 7.5%

第7段階 22,308 13.3% 12.9%

第6段階 18,114 10.8% 10.8%

第5段階 15,934 9.5% 9.4%

第4段階 15,766 9.4% 10.0%

第3段階 13,250 7.9% 8.1%

第2段階 14,928 8.9% 9.1%

第1段階 37,573 22.4% 23.1%

計 167,727 100.0% 100.0%

２　認定状況

①　要介護度別の認定者数
(人)

６年度末 ６年度末 （参考）

前期高齢者 後期高齢者 合　計 構成比 認定者数 構成比 東京都６年

(65～74歳) (75歳以上) 合計 度末構成比

要支援1 529 4,085 78 4,692 11.6% 4,626 11.8% 15.6%

要支援2 599 4,693 123 5,415 13.4% 5,219 13.3% 13.4%

要介護1 469 5,338 75 5,882 14.5% 5,800 14.8% 20.4%

要介護2 919 7,336 243 8,498 21.0% 8,033 20.5% 17.0%

要介護3 590 5,609 161 6,360 15.7% 6,089 15.5% 12.7%

要介護4 466 5,193 106 5,765 14.2% 5,601 14.3% 12.3%

要介護5 412 3,326 169 3,907 10.5% 3,877 10.5% 8.6%

計 3,984 35,580 955 40,519 100.0% 39,245 100.0% 100.0%

構成比 9.8% 87.8% 2.4% 100.0%

構成比 対前年増減 ▲1.9% 3.8% 4.3%

※被保険者別構成比は、６年度と比較し、前期高齢者が減少、後期高齢者及び第２号被保険者が増加であった。

第1号被保険者 第2号被
保険者
(40～64

歳)

令和７年度　足立区介護保険事業実施状況（速報値） 別紙
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３　保険給付状況

①　介護サービス受給者数の推移

居　宅 地域密着 施　設

32,176 22,954 4,023 5,199

32,673 23,240 4,090 5,343

33,768 24,103 4,154 5,511

※令和8年3月末の受給者数(33,768人)は、令和7年3月末より1,095人、3.4％増加した。

※令和6年3月末と比較すると、1,592人、4.9％増加した。

※在宅受給者数には、償還払(福祉用具購入、住宅改修)のみの受給者は含まない。

②　介護サービス別保険給付費 （令和８年５月末現在）

令和６年度
給付費(B)

対前年度比
(A/B)

介護給付 予防給付 合計

居宅サービス 38,693,639 985,183 39,678,822 38,715,392 102.5%

施設サービス 20,384,991 － 20,384,991 19,624,485 103.9%

福祉用具購入 70,010 19,352 89,362 87,548 102.1%

住宅改修 110,942 70,212 181,154 172,810 104.8%

高額介護サービス費（公費負担分含） 1,916,466 187 1,916,653 1,835,002 104.4%

高額医療合算介護サービス費 250,086 － 250,086 232,858 107.4%

特定入所者介護サービス費 1,605,910 352 1,606,262 1,587,191 101.2%

審査支払手数料 62,184 5,265 67,449 65,103 103.6%

そ　の　他 － － 0 0 -

63,094,228 1,080,551 64,174,779 62,320,389 103.0%

【参考】総合事業費 （千円）

令和７年度 令和６年度 対前年度比

313,384 319,019 98.2%

757,308 724,277 104.6%

148,543 141,139 105.2%

4,610 3,039 151.7%

1,479 1,655 89.4%

1,225,324 1,189,129 103.0%

③　利用者負担額減額状況

ア）特定入所者介護サービス費支給対象件数 (件)

特別養護
老人ホーム

老人保健施設
療養型

医療施設
介護医療院 短期入所介護 計（Ａ）

令和6年度
合計件数

(B)

対前年度比
(A/B)

713 229 0 29 785 1,756 1,406 124.9%

378 133 0 11 424 946 749 126.3%

478 147 0 11 569 1,205 1,046 115.2%

180 471 0 27 885 1,563 1,545 101.2%

1,749 980 0 78 2,663 5,470 4,746 115.3%

イ）生計困難者に対する利用料助成事業(都制度) ウ）介護保険サービス利用料軽減事業(区独自)

令和７年度 令和６年度 令和７年度 令和６年度

軽減者数 328 286 利用者数 165 121

助成延べ件数 2,148 1,888 支給延べ件数 1,384 584

助 成 額 (円) 16,257,344 14,030,893 支給額 (円) 8,976,809 3,603,910

④　家族介護慰労金事業

令和７年度 令和６年度

件　数 8 6

支給額（円） 800,000 600,000

種別

サービス名
令和７年度
給付費(A)

合　　　計

合　　　計

介護予防ケアマネジメント

訪問型サービス

高額介護予防サービス費相当分

審査支払手数料

通所型サービス

合　　　計

第3段階②

第2段階

第1段階

第3段階①

(人)

令和7年3月

令和8年3月

各月末＼受給者数

(千円)

受給者数

令和6年3月

【居宅（サービス）】
訪問介護やデイサービスなどの自宅で生活

しながら受けるサービス
【地域密着（型サービス）】
地域の特性に応じた、小規模な施設等で提

供されるサービス（足立区民に限定され、区
が事業者指定する）
【施設（サービス）】
特別養護老人ホーム等の施設に入所して受

けるサービス

【総合事業】
高齢者の介護予防と自立した日常

生活の支援を目的とした事業（介護
予防・日常生活支援総合事業）。
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡
   令和８年６月３０日

件  名 令和７年度生活保護の執行状況について

所管部課名 福祉部 足立福祉事務所 生活支援推進課、福祉まるごと相談課

内  容

令和７年度における生活保護の執行状況について報告する。

１ 保護人員・保護世帯数及び相談件数等の推移（詳細は別紙を参照）

令和６年４月 令和７年４月 令和８年４月

保護人員数 ２３,４３８人 ２３，０２５人 ２２，６６７人

保護世帯数 １８,７６８世帯 １８，６０２世帯 １８，４３８世帯

令和６年度総数 令和７年度総数

相談件数 ６,８７４件 ６，８３９件（前年比 △３５）

申請件数 ２,２４６件 ２，１８９件（前年比 △５７）

開始件数 ２,０７８件 １，９９２件（前年比 △８６）

廃止件数 ２,２２７件 ２，１６７件（前年比 △６０）

※ 保護世帯数は集計月に生活保護費が支給されている世帯を集計

【足立区の生活保護の状況】※ 令和７年７月現在 東京都福祉局調べ

（１）保護世帯数２３区中１位１８，４６４世帯（２位は江戸川区１５，０９０世帯）

（２）保護人員数２３区中１位２２，８１４人（２位は江戸川区１８，６５０人）

（３）保護率  ２３区中１位  ３．２３％（２位は台東区２．８６％）

【受給者数の推移】

（１）物価高騰の影響による受給者数の顕著な増加は見られなかった。

（２）令和８年４月の２０代単身被保護世帯件数は令和 7 年４月と比較し横ばいだ

が、令和元年度と比較すると約２倍となっており、若年層の困窮度合いが強ま

っていると考えられる。
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２ 令和７年度の新たな取り組み

（１）ＡＩによる関係法令等検索支援サービスの導入

   ケースワーカーや査察指導員等が法令・関係通知等を確認し、判断による時

間を短縮することが可能となるよう生活保護ケースワークＡＩ支援サービス「ＷＡ

ＩＳＥ」を導入した。

   【今後の方針】

     利用数の上位は、査察指導員や２年目以上のケースワーカーが多かった

ため、新採・異動１年目職員といった歴の浅い職員も自ら検索できるよう

に、利用の仕方等を周知していく。

（２）顧問弁護士による相談体制の構築

   生活保護業務における法的リスクの事前検証や審査請求等緊急を要する案件

について、生活保護業務に精通した弁護士と契約し、法律相談を実施できる体

制を整備した。

   【今後の方針】

     令和７年度は契約開始した８月からの８か月間で１６８時間利用と相談

需要は高いため、今後も利用状況を確認しながら必要な予算確保に努めて

いく。

（３）大学生等支援

   生活保護世帯を含む生活困窮世帯の大学生や専門学校生等を対象に、パソコ

ン・教材費や就職活動用のスーツ等の購入費を支援する「大学生等の修学・就

職支援事業」を新規事業として開始した。

   【今後の方針】

     令和７年度は生活保護世帯の申請率が約１０％（１３名/１２９名）に留

まるなど、確実な周知の徹底が課題。生活保護法の進学準備給付金支給決

定通知へのチラシ同封やケースワーカーによる直接案内を強化する。

     さらに、令和８年２月に実施した利用者アンケート結果を踏まえ、令和

８年度よりパソコン・教材費の支援対象を全学年に拡大する。
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３ 生活保護適正化への取り組み

（１）受給者の収入申告額と課税データ収入額との突合調査（国が定める調査）

令和６年度調査
（令和５年収入）

令和７年度調査
（令和６年収入）

突合件数（Ａ） ２７,９３７件 ２７,７６２件

収入額に差異があった件数（Ｂ） ２,８６３件 ４,２３０件

差異率（Ｂ／Ａ） １０．２％ １５．２％

Ｂのうち、返還決定件数（Ｃ） ２０４件 ２４３件

Ｂのうち、返還決定率（Ｃ／Ｂ） ７．１％ ５．７％

（内訳）

適用及び

決定額

法第７８条

（不正受給によるもの）

１２０件 １８１件

６,５４７万円 １２,１１１万円

法第６３条

（７８条以外のもの）

８４件 ６２件

５７７万円 ３５９万円

返還決定合計額 ５,４９３万円 １２,４７０万円

   【今後の方針】

     新規開始時の重要事項説明や受給者宅への訪問時に収入申告の重要性を

理解してもらうことが肝要。収入状況確認や注意喚起を重点的に行い、不

正受給については強制徴収を行うなど、厳正な債権管理対応をしていく。

（２）年金受給権の調査

生活保護受給者の年金等受給権を確認・請求して適正な保護費算定（年金を

収入として認定し保護費を算定）を実施

年金等の受給権を確認・

請求した件数

（内訳）収入認定した件数

年金等 年金基金 一時金

令和６年度 ３９２件 ３４７件 ３５件 １０件

令和７年度 ３１５件 ２８９件 １４件 １３件

【今後の方針】

６福祉課の「資産調査専門員」が中心となり、生活保護開始時の年金調

査の情報を一体的に管理し、年金受給年齢に達した受給者の方の裁定請求

手続きを支援していく。
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（３）医療扶助の適正化

ア ジェネリック医薬品の使用数量割合

（ジェネリック使用数量）÷（ジェネリック対応可医薬品使用数量）

生活保護受給者 令和５年６月 令和６年６月 令和７年６月

足立区
８７.８％

(２３区内１５位)

８９．８％

(２３区内１０位)

９２．５％

(２３区内６位 )

(参考)２３区平均 ８７.８％ ８９．２％ ９１．５％

全体 令和５年３月 令和６年３月 令和７年３月

足立区
８３.５％

（２３区内３位）

８５．３％

（２３区内２位）

９１．０％

（２３区内１位）

（参考）国保分のみ ８０．１％ ８１．８％ ８７．７％

イ ジェネリック医薬品による医療扶助費削減効果（推計値）

年度 生活保護受給者の削減効果 （参考）区全体の削減効果（国保分のみ）

令和５年度 約７億６,９１１万円 約１１億４，３８６万円

令和６年度 約５億５,８１１万円 約１０億９，９４８万円

令和７年度 約４億１,５６６万円

   【今後の方針】

１ ジェネリック医薬品のさらなる利用促進を図る。

令和７年４月から最低薬価の引上げがあったため、先発医薬品とジェネ

リック医薬品の薬価差が縮まり、削減効果が減少したものの、医療費の適

正化のためにも、引き続きジェネリック医薬品の利用促進を図っていく。

２ マイナンバーカードを活用したオンライン資格確認促進を図る。

令和６年３月からマイナンバーカードを活用したオンラインでの資格確

認が可能となった。医師が過去の医療情報も確認でき、診察における精度

向上も期待できるため、受給者へ丁寧な説明を行い、マイナンバーカード

の取得・利用を促進していく。

３ お薬手帳の持参徹底に向けて周知を図る。

令和８年４月から、生活保護受給者も医療機関受診時におけるお薬手帳

持参が原則となった。服薬状況等の確認により薬物有害事象のリスク低減

や、自身が服薬している医薬品の把握も可能となることから、リーフレッ

ト等を用いて受給者への周知・説明を徹底していく。
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（４）就労支援

生活困窮者・生活保護受給者の自立に向け、就労準備支援から就労後の定着支

援まで、利用者の一人ひとりの状況に応じた支援を包括的に実施

① 足立区では（株）パソナに事業委託により実施

② 事業者は他自治体にて就労支援事業受託の実績があり、就労に向けた講座

の開催や支援、求人開拓のノウハウも豊富なことから、令和４年度から令

和８年度までの５年間の複数年契約を締結

ア 「包括的」就労支援のポイント

（ア）支援【６つのプロセス】を導入

（イ）「生活困窮」と「生活保護」とで実施していた就労支援事業を一本化

※ （ ）内は令和６年度数値

ポイント１
A 切れ目ない支援
B スケールメリット

ポイント２
C 個々の状態に応じた支援
D ステップアップを重視した支援

ポイント３
E 就労決定後の後追い支援
F 定着から自立への支援

【対象】
生保受給者
1,131 名
（1,065）

６か月

定着支援

24）【対象】
生活困窮者
178名
（158）

定
着
支
援

就労
生保
454名
（466）

生困
63 名
（50）

日
常
生
活
自
立
支
援

社
会
生
活
自
立
支
援

就
労
自
立
支
援

３か月

支援

継続

か月

６か月

９か月

か月
９か月

12か月

①

内定時

意欲喚起

②

入社日

同行

③

入社日

フォロー

④

１週間内

フォロー

⑤

企業担当者との

ヒアリング

⑥
就労後～12か月
長期定着支援
・就労継続支援
・増収転職支援

支援継続

早寝早起き、食習慣
指導など基本的生活
習慣の定着

コミュニケーション能
力、ストレス対応力な
どの養成

面接指導、就労体験
など就労に向けた実
践的な指導

対象者の状況に応じて支援開始
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イ 切れ目のない支援

参加者が支援途中で生活保護開始（生活困窮者→生保受給者）または廃止と

なっても、切れ目のない支援が可能

生活保護廃止により

生保受給者→生活困窮者へ

生活保護開始により

生活困窮者→生保受給者へ

令和６年度 １７ ７

令和７年度 ２４ １

ウ 就労前の準備講座の実施（グループ・個別プログラムの実施状況）

（ア）グループプログラム（5～10人グループによる基礎的な課題別講座）

硬筆書写、農業体験、居場所プログラム、パソコンセミナー（超入門～応用）、説

明力講座、傾聴講座、介護、清掃など就労体験、企業説明会参加など

講座数 開催数 生保受給者参加人数 生活困窮者参加人数

令和６年度 ５３ ２８１ １，７５６ ６８４

令和７年度 ４１ ２９９ １，６８０ ５０１

（イ）ジョブトレーニング（5～10人グループによる実践的トレーニング）

講座「初対面の人と話すには」、農業体験、履歴書作成、面接対策、ジョブ

カード活用法、企業セミナー、おしごと体験

講座数 開催数 生保受給者参加人数 生活困窮者参加人数

令和６年度 １８ ７９ ３４２ ２３７

令和７年度 １５ ７４ ４１４ １２２

   【今後の方針】

     直ちに就労することが困難な方は増加しているため、引き続き、参加率の

高さや効果を踏まえた就労準備支援事業を実施していく。

エ 就労実績（４月～３月末実績）

生活保護受給者 生活困窮者

支援者数 就労者数 支援者数 就労者数

令和６年度 １，０６５ ４６６ １５８ ５０

令和７年度 １，１３１ ４５４ １７８ ６３

※ 「就労」には、短期間・短時間の雇用、アルバイトも含む。

   【今後の方針】

     生活保護受給者、生活困窮者の合計の就労者数は横ばいとなっているた

め、今後は就労が可能な高齢受給者に対しても積極的に勧奨し、支援者数、

就労者数の増加を目指していく。

34



オ 定着実績（４月～３月末実績）

職場での人間関係やトラブルに対し、悩み事や相談を聞き取ることにより一

人で抱え込まず長期にわたり就労が継続できるよう支援を実施

【生活保護受給者】

令和６年度 令和７年度

就労後月数 3 6 9 12

対象者 226 218 241 277

継続者 159 147 150 152

定着率（％）70.4 67.4 62.2 54.9

就労後月数 3 6 9 12

対象者 242 238 237 194

継続者 187 158 146 114

定着率（％）

(前年比)

77.3

(+6.9)

66.4

(△1.0)

61.6

(△0.6)

58.8

(+3.9)

【生活困窮者】

令和６年度 令和７年度

就労後月数 3 6 9 12

対象者 40 52 46 53

継続者 33 42 40 45

定着率（％）82.5 80.8 87.0 84.9

就労後月数 3 6 9 12

対象者 45 31 36 36

継続者 37 22 29 28

定着率（％）
（前年比）

82.2
(△0.3)

71.0
(△9.8)

80.6
(△6.4)

77.8
(△7.1)

※ 対象者は、定着支援利用者のうち３か月未満等の期間限定雇用、転職、休

職、保護廃止等を除いた、実績作成時点で定着支援が必要な方の人数
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   【今後の方針】

     安定した就労により、生活保護が廃止になった方や定着支援を辞退する方

など、支援を必要としない方が対象者から外れていくため、保護廃止後も切

れ目のない支援が可能なことを伝え、定着支援の利用を働きかけていく。

カ 就労が困難な要因（面談等で把握できた要因）

【生活保護受給者】

阻害要因 有

88.6％

無

11.4％

身体・疾病

42.6％

メンタル

42.3％

その他

15.1％

【生活困窮者】

阻害要因 有

94.4％

無

5.6％

身体・疾病

28.0％

メンタル

43.7％

その他

28.3％

※ その他の内訳は、ひとり親、刑余者、外国人、高齢者等が含まれる。

   【今後の方針】

     身体疾病のほか、メンタル不調により就労困難が続いている方が多くおり、

医療制度を活用しながら自立に向けた援助を行っていく。

４ 問題点・今後の方針

（１）ＳＮＳ等により、若年者が生活保護を認知するようになったことで、若年者の

受給者数が増加している可能性があることから、今後の推移について注視が必要

である。

（２）受給者や生活困窮者の抱える問題は複雑化しており、福祉事務所のみではなく、

福祉まるごと相談課等の他部署や外部との連携により、自立援助を進めていく。

※ 就職や就労継続を妨げる主な要因の内訳

※ 就職や就労継続を妨げる主な要因の内訳
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１　生活保護人員数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

令和８年度 22,667

（対前年比） 98.4%

令和７年度 23,025 23,040 23,037 23,046 22,965 22,927 22,954 22,903 22,897 22,833 22,807 22,781

（対前年比） 98.2% 98.2% 98.3% 98.4% 98.3% 98.2% 98.2% 98.2% 98.2% 98.3% 98.6% 98.4%

令和６年度 23,438 23,461 23,428 23,424 23,371 23,338 23,365 23,321 23,319 23,217 23,120 23,144

（対前年比） 99.0% 99.2% 99.0% 99.1% 99.1% 99.1% 99.4% 99.2% 99.2% 98.9% 98.6% 98.3%

令和５年度 23,670 23,640 23,660 23,630 23,585 23,543 23,511 23,509 23,496 23,464 23,446 23,536

※　保護停止中のものを含む

２　生活保護世帯数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

令和８年度 18,438

（対前年比） 99.1%

令和７年度 18,602 18,630 18,647 18,649 18,598 18,581 18,597 18,556 18,564 18,530 18,509 18,488

（対前年比） 99.1% 99.0% 99.2% 99.2% 99.1% 99.1% 99.2% 99.2% 99.2% 99.2% 99.5% 99.2%

令和６年度 18,768 18,815 18,801 18,798 18,769 18,744 18,747 18,700 18,719 18,673 18,610 18,645

（対前年比） 99.7% 99.9% 99.6% 99.7% 99.7% 99.7% 99.8% 99.5% 99.7% 99.5% 99.3% 99.1%

令和５年度 18,817 18,832 18,871 18,851 18,830 18,798 18,783 18,788 18,773 18,759 18,744 18,810

※　保護停止中のものを含む

別紙
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３　相談件数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

584 593 633 651 549 580 625 537 487 543 479 578 6,839

103.0% 98.3% 122.0% 99.5% 113.4% 100.3% 101.0% 90.3% 90.7% 97.5% 83.2% 98.8% 99.5%

567 603 519 654 484 578 619 595 537 557 576 585 6,874

121.2% 107.3% 90.1% 131.3% 91.0% 107.6% 114.2% 109.6% 118.5% 111.4% 106.9% 107.7% 109.2%

468 562 576 498 532 537 542 543 453 500 539 543 6,293

※　相談件数は実件数

４　申請件数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

192 202 185 223 176 195 170 173 157 168 143 205 2,189

95.5% 99.5% 115.6% 93.3% 123.1% 90.3% 91.4% 97.7% 90.8% 90.8% 93.5% 97.6% 97.5%

201 203 160 239 143 216 186 177 173 185 153 210 2,246

137.7% 120.8% 81.6% 131.3% 96.0% 127.1% 108.8% 88.1% 126.3% 109.5% 77.3% 98.1% 106.9%

146 168 196 182 149 170 171 201 137 169 198 214 2,101

５　開始件数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

178 181 154 194 159 166 178 157 172 150 138 165 1,992

91.3% 101.7% 102.0% 106.0% 101.9% 97.6% 92.7% 94.0% 89.6% 105.6% 93.9% 80.5% 95.9%

195 178 151 183 156 170 192 167 192 142 147 205 2,078

136.4% 125.4% 87.3% 122.0% 109.1% 106.9% 120.8% 88.8% 125.5% 95.3% 93.6% 93.6% 107.4%

143 142 173 150 143 159 159 188 153 149 157 219 1,935

令和７年度

（対前年比）

令和５年度

令和６年度

（対前年比）

令和７年度

（対前年比）

令和６年度

（対前年比）

令和５年度

令和６年度

（対前年比）

令和５年度

令和７年度

（対前年比）
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６　廃止件数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

153 137 192 210 183 162 198 164 184 159 186 239 2,167

116.8% 83.0% 103.2% 113.5% 93.8% 85.7% 92.5% 94.8% 97.9% 75.7% 109.4% 108.1% 97.3%

131 165 186 185 195 189 214 173 188 210 170 221 2,227

103.1% 123.1% 109.4% 112.8% 102.1% 108.6% 116.9% 103.0% 115.3% 122.1% 111.1% 93.2% 109.4%

127 134 170 164 191 174 183 168 163 172 153 237 2,036

令和７年度

（対前年比）

令和５年度

令和６年度

（対前年比）

39



22,200

22,400

22,600

22,800

23,000

23,200

23,400

23,600

生活保護人員数の推移

18,400

18,500

18,600

18,700

18,800

18,900

19,000

生活保護世帯数の推移
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400

450

500

550

600

650

700

生活相談件数の推移

120

140

160

180

200

220

240

260

生活保護の申請件数、開始件数、廃止件数の推移

申請 開始 廃止
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７　世帯類型別世帯数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

10,029 10,018 9,994 9,968 9,933 9,924 9,928 9,907 9,890 9,871 9,844 9,970

98.6% 98.4% 98.5% 98.5% 98.5% 98.8% 99.2% 99.6% 99.5% 99.6% 99.8% 99.1%

単身 9,137 9,127 9,119 9,104 9,072 9,061 9,067 9,049 9,036 9,018 8,996 9,113

２人以上 892 891 875 864 861 863 861 858 854 853 848 857

8,517 8,557 8,590 8,618 8,600 8,592 8,607 8,587 8,616 8,604 8,606 8,464

99.7% 99.7% 99.8% 99.9% 99.8% 99.5% 99.3% 98.9% 98.9% 98.8% 99.0% 99.2%

10,175 10,182 10,148 10,122 10,088 10,046 10,006 9,948 9,940 9,908 9,861 10,058

単身 9,220 9,230 9,205 9,182 9,159 9,125 9,091 9,032 9,038 9,015 8,975 9,160

２人以上 955 952 943 940 929 921 915 916 902 893 886 898

8,541 8,584 8,607 8,625 8,620 8,633 8,670 8,684 8,711 8,712 8,692 8,531

※　保護停止中のものを含まない

令
和
６
年
度

高齢者世帯

内
訳

高齢者世帯以外

令
和
７
年
度

高齢者世帯

（対前年比）

内
訳

高齢者世帯以外

（対前年比）

42



9,800

9,850

9,900

9,950

10,000

10,050

10,100

10,150

10,200

10,250

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

高齢者世帯数の推移

令和６年度 令和７年度

8,200

8,300

8,400

8,500

8,600

8,700

8,800

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

高齢者世帯以外の世帯数の推移

令和６年度 令和７年度
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡

令和８年６月３０日

件 名
令和７年度「居場所を兼ねた学習支援事業（困窮世帯向け）」の実績及び

利用者アンケートの集計結果について

所管部課名 福祉部 足立福祉事務所 生活支援推進課

内 容

令和７年度における「居場所を兼ねた学習支援事業」の実績及び「中学生及び

高校生に対する利用者アンケート」の集計結果について、以下のとおり報告する。

１ 事業概要（委託先：NPO カタリバ、NPO キッズドア）

  学校や家庭以外で安心して過ごせる居場所や学習支援、食事提供等の支援

（１）対象

ひとり親世帯や低所得世帯の中高生等

（２）支援内容

支援 内容詳細

居場所提供 ソファーや漫画、ボードゲーム等を用意し、くつろいで過ごせる場所

学習支援 大学生等が中心の若いスタッフによるマンツーマン形式

食事支援 地域のボランティアや子ども食堂等との連携による支援

体験活動 調理体験、食事準備、屋外での運動や音楽・美術鑑賞など

２ 実績

（１）登録者と利用者について

ア 登録者の学年別人数                （単位：人）
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イ 月ごとの利用者数の推移              （単位：人） 

 

ウ 月ごとの利用目的の推移              （単位：人） 

 

≪考察と今後の方針≫ 

ア 中学生について 

【考察】登録定員２４０名に対し、２３８名の登録（登録率９９％）を達

成。これは「C4th」等の活用により情報が的確に届いた結果であ

り、入試時期（２月）に向けた利用増が確実な進路確保に繋がっ

ている。また、中学３年生９６人のうち、５２人が次年度も継続

利用しており、高校生活への円滑な移行を支える場としても機能

している。 

【課題】今後は、利用を終了した４４人への継続的な関わりや、中学生の

登録率の維持が課題となる。 

【方針】利用終了後も定期連絡や悩みに合わせた関係機関の紹介、必要に

応じた再登録の案内などの「後追い支援」を実施する。また、引

き続き学校等と連携した周知活動を推進していく方針である。 

中学生は都立高校の入試シーズンまで利用者が増加傾向。 

高校生は年度当初をピークに利用者が減少傾向。 

 

個別学習会の利用率約 60％ 

（スタッフによる個別指導） 

学習会の１日の定員 

年間を通じて、居場所・自習室はニーズあり 
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イ 高校生について 

【考察】個々の利用意向の丁寧な確認と、登録の必要性に関する精査を経

て登録者数を１１８名（登録率９１％）としたことで、マンツー

マン形式の学習支援等の質を維持する適正な定員管理を図った。

また、高校生は多様なコミュニティに属するため中学生より利用

率が低い傾向にある。 

【課題】中退者が１名生じたことや、拠点に来所しない長期未利用者の存

在が今後の課題である。 

【方針】中退者については再申請があり次第、就労支援や再入学等へ繋げ

るとともに、長期未利用者に対しても安易な登録解除はせず、継

続的な関わりを通じて家庭内リスクや中退リスクを早期に把握し

生徒一人ひとりの状況に合わせた丁寧な伴走支援を継続していく

方針である。 

 

（２）施設数・開設日数 

施設数 開設日 居場所提供、学習支援、食事支援 体験活動 

拠点（４か所） 週６日 

 

 

 

 

４拠点平均 

３１０日間 

４拠点平均 

５９日間 分室（２か所） 週１日 

 

（３）実施内容の抜粋 

項目 実施内容 

学習支援 

・生徒一人ひとりに合わせた学習支援 

・個別学習支援や自習のサポート、自習スペースの提供 

・長期休暇中の特別講習、模擬試験、検定試験などの実施 

・受験生と保護者との進路選択に関する三者面談の実施 

食事支援 

・食事提供や食育講座の実施 

・米や食材、朝食としてのシリアル等の配布 

・料理作りなど 

体験活動 

・創造活動（ゲーム制作、レザークラフトなど） 

・自然体験（いちご狩り、バーベキュー、キャンプなど） 

・見学や探求（大学見学、震災遺構見学、自然科学体験など） 

・行事イベント（節分、クリスマス会、大掃除など） 

 

 

 

・JAXA職員よる自然科学体験イベント 
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３ アンケート結果 

（１）アンケート調査の回答状況（令和８年１月までに新規利用した方を対象） 

  ア 対象者数  ３４３名（中学生２２５名、高校生１１８名） 

  イ 有効回答数 ２０４名（回答率５９．５％） 

（２）学習支援について 

  ア 主な集計結果                   【単位 ％】 

 

（ア）「勉強が好きである」と回答した生徒は 28.8％で、前年度比で 2.8％

減少し、区平均（31.8％）をわずかに下回った。 

（イ）「学校の授業を理解している」「学校の授業は楽しい」と回答した生徒は

前年度に引き続き区の平均を大きく下回っている。 

（ウ）「勉強をほとんどしない」割合は平日・休日ともに前年度より増加し

ており、家庭における学習習慣の定着に課題が見られる。 

イ 今後の支援方針 

（ア）生徒の習熟度や特性に応じたマンツーマン形式の学習支援および戻り

学習を徹底し、「わからない」を放置しない体制を維持する。 

（イ）英検・数検等の受検を通じたスモールステップの成功体験を提供し、

基礎学力の向上と自信の回復を図る。 

（ウ）居場所内の自習スペース活用を促し、家庭環境に左右されず生活の中

に学習が自然に組み込まれるよう伴走を続ける。 
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（３）生活習慣について 

ア 主な集計結果                     【単位 ％】 

 
（ア）就寝時間が夜 12時以降となる割合は、登校日前日で 35.6％（前年度

比 13.4％増）、休日で 53.7％（前年度比 17.6％増）と、前年度および区

平均と比較して大幅に増加している。 

（イ）朝食を毎日食べる割合は 60.4％で、前年度（71.5％）より低下し、区

平均（73.9％）を下回った。 

（ウ）簡単な朝食をひとりで作れる生徒の割合は前年度比で減少したもの

の、依然として区の平均より高い結果となった。 

イ 今後の支援方針 

（ア）居場所での食事提供による栄養確保や日常的な面談を通じ、深夜就寝

や朝食欠食などの乱れた生活リズムの改善を促す。 

（イ）複雑な家庭課題や生活実態を丁寧に把握し、保護者とも連携しながら

子どもが安心して過ごせる基盤を整える。 

（ウ）食に関する活動や職業体験等を提供し、日々の生活習慣の振り返りと

将来の自立に向けた意識付けを行う。 
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（４）自己肯定感について 

ア 主な集計結果                     【単位 ％】 

 

（ア）「自分には良いところがある」と回答した生徒は72.5％（前年度比4.1％

増）と改善が見られ、区平均（74.2％）に近づいている。 

（イ）「勉強すれば成績が上がる」と回答した生徒も 79.9％（前年度比 3.9％

増）と伸長した。 

（ウ）将来の夢や目標を持ち、それに向けて努力している割合は前年度より

減少した。 

イ 今後の支援方針 

（ア）年齢の近い大学生スタッフ等との交流を充実させ、信頼関係を基盤と

した自己肯定感の醸成を図る。 

（イ）利用者の個性や興味・関心に応じた体験活動を通じて自己有用感を高

め、具体的な将来の目標を描けるよう個々のペースに寄り添い支援す

る。 

（ウ）スタッフとの信頼関係を維持し、長期的な視点に立って生徒が自身の

可能性を広げられるよう粘り強く展開する。 
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４ その他 

（１）令和７年度「足立区学力定着に関する総合調査」及び令和４年度「第８回

子どもの健康・生活実態調査」の結果を「区の平均」とした。 

（２）集計結果の詳細は、別添「令和７年度 居場所を兼ねた学習支援アンケー

ト集計結果」参照 
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◇調査の概要

　◆調査対象：居場所を兼ねた学習支援に登録する中学生及び高校生世代の利用者
　　　（令和８年１月までに新規利用した者）

　◆調査時期：令和８年１月から３月

　◆実施方法：記名式アンケート方式

　◆回答状況

有効回答 204 名

回答率 59.5 ％

対象者数 343 名 有効回答数 204 名 有効回答率 59.5%

中学生 225 名 中学生 149 名 中学生 66.2%
高校生 118 名 高校生 55 名 高校生 46.6%

※　令和７年度の調査より、学習支援における実態に即した満足度を測定するため、
　　当該年度の１月までに登録のあった生徒に限定して調査を実施

　◆集計方法

　　「学力調査」（※１）及び「生活調査」（※２）の回答割合を「区の平均」として回答を比較した。

　　 なお、構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはならない。

　　※１　学力調査：足立区教育委員会が、令和７年度に実施した「足立区学力定着に関する総合調査」に

　　　　　　　　　　おける「学習意識調査」結果の回答割合

　　※２　生活調査：足立区衛生部こころとからだの健康づくり課が、令和４年度に実施した「第８回
　　　　　　　　　　子どもの健康・生活実態調査」の結果における中学２年生の回答割合

　令和7年度　居場所を兼ねた学習支援

アンケート　集計結果

福祉部足立福祉事務所 生活支援推進課
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主な集計結果と今後の支援方針 

１ 学習について                              【単位％】 

 
 

（１）主な集計結果 

ア 「勉強が好きである」と回答した生徒は 28.8％で、前年度比で 2.8％減少し、区平均（31.8％） 

をわずかに下回った。 

イ 「学校の授業がわかる」割合は 38.9％（前年度比 9.2ポイント減）と大きく低下し、区平

均（65.0％）を大きく下回っている。一方で「授業が楽しい」と感じる割合は 65.8％と前

年度より微増しており、学習意欲の土台は維持されている。 

ウ 「勉強をほとんどしない」割合は平日・休日ともに前年度より増加しており、家庭におけ

る学習習慣の定着に課題が見られる。 

 

（２）今後の支援方針 

ア 生徒の習熟度や特性に応じたマンツーマン形式の学習支援および戻り学習を徹底し、「わ 

からない」を放置しない体制を維持する 。 

   イ 英検・数検等の受検を通じたスモールステップの成功体験を提供し、基礎学力の向上と

自信の回復を図る 。 

   ウ 居場所内の自習スペース活用を促し、家庭環境に左右されず生活の中に学習が自然に組

み込まれるよう伴走を続ける 。 
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２ 生活習慣について                            【単位％】 

 

（１）主な集計結果 

ア 就寝時間が夜 12時以降となる割合は、登校日前日で 35.6％（前年度比 13.4％増）、休日で

53.7％（前年度比 17.6％増）と、前年度および区平均と比較して大幅に増加している。 

イ 朝食を毎日食べる割合は 60.4％で、前年度（71.5％）より低下し、区平均（73.9％）を下

回った。 

ウ 簡単な朝食をひとりで作れる生徒の割合は前年度比で減少したものの、依然として区の

平均より高い結果となっている。 

エ これらの数値の変動については、生活リズムが乱れやすい層への支援が広がっている結

果とも捉えられるが、健康面への影響が懸念されるため、慎重な見守りが必要な状況にあ

る。 

 

（２）今後の支援方針 

   ア 居場所での食事提供による栄養確保や日常的な面談を通じ、深夜就寝や朝食欠食などの

乱れた生活リズムの改善を促す 。 

   イ 複雑な家庭課題や生活実態を丁寧に把握し、保護者とも連携しながら子どもが安心して

過ごせる基盤を整える 。 

   ウ 食に関する活動や職業体験等を提供し、日々の生活習慣の振り返りと将来の自立に向け

た意識付けを行う 。 
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３ 自己肯定感について                           【単位％】 

 

（１）主な集計結果 

ア 「自分には良いところがある」と回答した生徒は 72.5％（前年度比 4.1％増）と改善が

見られ、区平均（74.2％）に近づいている。 

イ 「勉強すれば成績が上がる」と信じる割合も 79.9％（前年度比 3.9％増）と伸長して

おり、自己効力感の向上が見て取れる。 

ウ 上記については、マンツーマンでの学習支援や進路指導、様々な体験活動の提供の他、

年齢の近いスタッフをロールモデルとして配置していることもこの結果に寄与したと

考えられる。 

エ 一方で、将来の夢や目標を持ち、それに向けて努力している割合は前年度より減少し

た。日々の生活や学習に対する自信は深まりつつあるものの、将来展望を描くまでの支

援には至っていない現状がある。 

 

（２）今後の支援方針 

  ア 年齢の近い大学生スタッフ等との交流を充実させ、信頼関係を基盤とした自己肯定

感の醸成を図る 。 

  イ 特性に応じた体験活動を通じて自己有用感を高め、具体的な将来の目標を描けるよ

う個々のペースに寄り添い支援する 。 

  ウ スタッフとの信頼関係を維持し、長期的な視点に立って生徒が自身の可能性を広げ

られるよう粘り強く展開する 。 
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20.8

19.0

25.4

45.0

45.6

54.1

24.2

26.6

16.7

10.1

8.9

3.6

0.0

0.1

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q5 学校の授業は楽しい。

とてもあてはまる まああてはまる あまりあてはまらない 全く当てはまらない 回答なし

10.7

10.1

18.0

28.2

38.0

47.0

34.9

27.8

25.7

18.8

18.4

8.0

7.4

5.1

1.2

0.0

0.6

0.0

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q4 学校の授業はどの程度わかりますか。

よくわかる だいたいわかる 半分くらいわかる わからないことが多い ほとんどわからない 回答なし

4.0

4.4

5.4

24.8

27.2

26.4

40.3

34.2

39.1

30.9

34.2

28.4

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

とてもあてはまる まああてはまる あまりあてはまらない まったくあてはまらない 回答なし

Q1 勉強は、好きですか。

41.6

36.1

65.6

44.3

53.2

28.6

8.1

6.3

4.6

5.4

4.4

1.1

0.1

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q2 受験に役立つよう、勉強したい。

とてもあてはまる まああてはまる あまりあてはまらない 全く当てはまらない 回答無し

23.5

26.6

39.4

55.0

58.2

43.9

16.1

10.1

14.0

5.4

5.1

2.6

0.0

0.1

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q3 わからないことでも自分の力で答えを見つけられるよう、勉強したい。

とてもあてはまる まああてはまる あまりあてはまらない 全く当てはまらない 回答無し

アンケート項目
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10.8

13.3

16.9

33.8

36.7

35.7

41.2

39.2

39.5

14.2

10.8

7.4

0.0

0.5

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

宿題がなくてもほとんど毎日する 宿題がないときでも時々する 宿題があるときだけする

宿題があってもしないことが多い 回答なし

Q7 ふだん家庭でしている勉強は、次のうちどれに近いですか。

36.2

22.8

34.9

17.4

8.2

21.3

14.1

25.9

16.9

7.4

7.0

8.9

9.4

8.9

7.7

3.4

5.1

4.2

8.7

13.3

5.8

3.4

8.9

0.2

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

ほとんどしない 30分くらい １時間くらい １．５Hくらい ２Hくらい ２．５Hくらい ３Hくらい 未回答

18.8

10.8

18.3

14.1

13.3

20.0

27.5

29.7

19.7

16.8

15.8

15.3

13.4

13.3

13.3

4.0

8.9

7.3

5.4

8.2

5.8

0.0

0.3

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q8 学校の授業がある月曜日から金曜日に、

学校の授業以外で１日にどれくらい勉強していますか。

ほとんどしない 30分くらい １時間くらい １．５Hくらい ２Hくらい ２．５Hくらい ３Hくらい 未回答

Q9 土曜日や日曜日など、学校が休みの日に１日にどれくらい勉強していますか。

11.9

12.1

8.5

11.3

6.3

10.0

41.1

41.3

41.9

2.6

7.3

9.4

11.3

12.6

7.8

7.3

11.2

14.5

14.6

9.2

6.3

0.0

1.5

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q6 授業の中でわからないことがあったら、どうすることが多いですか。

あてはまるものをひとつ選んでください。

その場で先生にたずねる 授業が終わってから先生にたずねに行く

友だちにたずねる 家の人にたずねる

塾や家庭教師の先生にたずねる 自分で調べる

そのままにしておく 回答なし
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20.8

22.8

22.9

27.5

40.5

40.6

26.2

15.8

23.2

16.1

15.2

12.5

9.4

5.7

0.9

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R4生活調査

毎回 ときどき ほとんどない 全くない 回答なし

Q12【Q11でA,B,Cを選んだ人に質問します。】朝食に野菜は含まれていますか。

10.5

11.1

33.6

4.9

3.1

4.3

14.7

11.1

34.8

7.7

6.2

13.0

1.4

1.9

4.8

60.8

66.7

9.6

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R4生活調査

食べる時間がない 食事が用意されていない 朝は食欲がない 特に理由はない その他 未回答

Q13 【Q11でB,C,Dを選んだ人に質問します。】朝食を食べない理由は何ですか。

60.4

71.5

73.9

16.1

17.1

15.5

13.4

5.7

6.4

7.4

5.1

4.0

2.7

0.6

0.2

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q11 あなたは朝食を食べますか。

毎日食べる ときどき食べない ほとんど食べない 全く食べない 未回答

2.0

0.6

0.4

2.7

0.6

2.4

7.4

3.8

15.5

18.8

33.5

35.5

29.5

32.9

31.8

35.6

22.2

14.1

4.0

6.3

0.3

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

８時前 ８時台 ９時台 １０時台 １１時台 １２時以降 未回答

Q10 ①登校日前日 就寝時間

0.7

0.6

0.4

2.0

0.6

1.6

4.0

2.5

9.9

13.4

16.5

24.8

21.5

34.8

34.3

53.7

36.1

28.6

4.7

8.9

0.3

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q10 ②金土 就寝時間

８時前 ８時台 ９時台 １０時台 １１時台 １２時以降 未回答
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59.1

60.8

46.4

22.8

25.3

31.1

11.4

9.5

14.8

6.7

3.8

7.3

0.0

0.3

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R4生活調査

できる まあできる あまりできない 全くできない 回答なし

Q14 あなたは自分ひとりで簡単な朝食を作ることができますか。

25.5

26.9

25.8

4.0

1.9

3.3

44.3

45.0

32.9

6.7

6.9

8.7

17.4

15.6

28.0

2.0

2.5

1.3

0.0

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R4生活調査

ごはん・パンなど（主食） 肉類・魚類 野菜 汁もの・スープ 決まっていない わからない 回答なし

Q15 あなたは、食事のとき何を一番はじめに食べますか。

51.0 30.2 6.0 11.4 1.3

0.0

R7居場所中学生

Q18 学校の先生や学習会のスタッフに、自分からあいさつをしていますか（新規項目）。

している しようと心がけている 知っている人であればする 相手からされたらする あいさつしない

65.2

47.8

20.1

31.7

3.3

4.8

10.9

15.3

0.5

0.4

R7居場所中学生

R6居場所中学生

親や祖父母と食べる きょうだいや友だちと食べる 家族以外の人と食べる

ひとりで食べる 夕食は食べない

Q16 平日（学校に行く日）にあなたは夕食を誰と食べますか。

82.6

86.1

87.0

6.0

1.9

2.1

10.7

12.0

10.5
0.0

0.3 0.1

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q17 朝と夜、歯みがきをしていますか。

している 朝だけ 夜だけ していない 未回答
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24.8

18.4

30.3

47.7

50.0

43.9

20.8

24.7

18.7

6.7

5.7

6.9

0.0

1.3

0.3

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q20 自分には良いところがあると思う。

とてもあてはまる まああてはまる あまりあてはまらない 全く当てはまらない 回答なし

20.8

17.7

29.8

48.3

45.6

48.8

24.2

28.5

18.2

6.7

5.7

3.0

0.0

2.5

0.2

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q23 自分がやらなければならないことは、

やりたくないときでも、きちんとやりぬくことができる。

とてもあてはまる まああてはまる あまりあてはまらない 全く当てはまらない 回答なし

35.6

28.5

50.5

44.3

47.5

37.1

15.4

15.2

9.5

4.7

7.0

2.7

0.0

0.2

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q21 勉強をすれば、自分は良い成績をとれると思う。

とてもあてはまる まああてはまる あまりあてはまらない 全く当てはまらない 回答なし

32.9

30.4

42.5

47.7

50.0

41.8

15.4

12.7

12.7

4.0

5.7

2.9

0.0

1.3

0.2

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q22 努力をすれば、自分もたいていのことはできると思う。

とてもあてはまる まああてはまる あまりあてはまらない 全く当てはまらない 回答なし

11.4

10.8

10.5

25.5

26.6

32.5

42.3

44.3

38.6

20.8

17.1

18.3

0.0

0.0

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q19 今住んでいる地域の行事に参加していますか。

参加している 時々参加している あまり参加していない 参加したことがない 回答なし
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37.6

32.9

32.9

32.9

44.9

38.6

17.4

10.8

17.0

12.1

10.1

11.1

0.0

1.3

0.3

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q25 将来の夢や目標を持っていますか。

はっきりある なんとなくある あまりない ない 回答なし

32.2

27.8

34.5

55.7

57.6

52.2

8.1

10.1

11.2

4.0

3.2

1.7

0.0

1.3

0.4

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

Q24 自分の果たすべき役割や分担を考え、

周囲の人と力を合わせて行動しようとしている。

とてもあてはまる まああてはまる あまりあてはまらない まったくあてはまらない 回答なし

35.6

29.1

48.3

58.2

12.1

7.6

4.0

3.2

0.0

1.9

R7居場所中学生

R6居場所中学生

Q27 学習会の利用を通して勉強がわかるようになった。

とてもあてはまる まああてはまる あまりあてはまらない まったくあてはまらない 回答なし

24.8

24.7

25.9

34.2

42.4

40.1

30.2

24.1

25.9

10.7

7.6

7.6

1.3

0.5

R7居場所中学生

R6居場所中学生

R7学力調査

いつもしている 時々している あまりしていない まったくしていない 回答なし

Q26 自分の将来の夢や目標の実現に向かって努力したり、

その方法を工夫・改善したりしていますか。
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36.9

34.2

43.0

43.7

12.1

12.0

8.1

8.2

0.0

1.9

R7居場所中学生

R6居場所中学生

Q28 学習会スタッフに悩みや困っていることを相談できますか。

できる まあできる あまり相談できない 相談できない 回答なし

52.3

57.0

32.2

25.3

1.3

1.9

0.0

0.6

13.4

12.0

0.7

3.2

R7居場所中学生

R6居場所中学生

Q30 食事の時間は満足がいくものですか。

とても満足 まあ満足 あまり満足でない 満足でない 食べたことがない 回答なし

43.0

43.7

24.8

23.4

0.0

1.3

0.7

0.6

28.9

30.4

R7居場所中学生

R6居場所中学生

Q31 体験イベントには満足できましたか。

とても満足 まあ満足 あまり満足できなかった 満足できなかった 参加しなかった

Q29 居場所スペースは過ごしやすいですか。

53.7

54.4

40.3

36.7

5.4

4.4

0.7

1.3

0.0

3.2

R7居場所中学生

R6居場所中学生

とても過ごしやすい まあ過ごしやすい あまり過ごしやすくない 過ごしにくい 未回答
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21.5

16.5

50.3

51.9

18.1

20.9

8.7

10.1

1.3

0.6

R7居場所中学生

R6居場所中学生

Q32 この学習会での勉強やイベントへの参加を通して、自分のよいところに

気づいたり、自信を持つことができるようになった。

とてもあてはまる まああてはまる あまりあてはまらない まったくあてはまらない 回答なし

50.3

34.1

47.5

40.9

35.0

48.1

7.4

3.5

3.8

1.3

27.4

0.6

R7居場所中学生

R6居場所学習

R6居場所中学生

Q33 中学生に質問します。

中学校卒業後もこのような学習会があれば受けたいですか。

あれば受けたい どちらでもよい 受けたくない 回答なし

9.1 10.9 38.2 41.8
0.0

高校生

１０回以上 ５～１０ １～４ ほとんど利用していない 未回答

Q34 高校生に質問します。１ヶ月でどのくらい学習会を利用していますか（新規項目）。

7.4 3.7 0.0 3.1 0.00.00.0高校生

バイト 部活 中学生多い 必要ない 勉強教えてもらえない 未回答

Q35 上の質問（Q34）で【 Dほとんど利用していない】を選んだ人に質問します。

利用していない理由を教えてください（あてはまるものをすべて選んでください）（新規項目）。

12.9 6.5 5.2 5.2 11.2 9.5 0.0 49.6高校生

自習で利用したい 学校の授業でわからない所などを教えて欲しい

勉強を教えてもらいたい イベントに参加したい

食事提供を利用したい 学習会のスタッフや友人と気軽に話しがしたい

フリースペースで好きなことをしてのんびり過ごしたい その他

未回答

Q36 高校生に質問します。どのような目的でこの学習会を利用したいですか。（複数回答可）

以 上
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